


11ウンターヴァッサー原発。中間貯蔵施設の設置許可取消訴訟（連邦行政裁判所2012年3月22日判決）

許可庁はテトリストがエアバスA380を使って意図的に攻撃をおこなう可能性を検討対象に含めなかった。エ
アバスA380は当時開発が進んでいた超大型旅客機（最大定員約850人）。

原審(Ni州高等行政裁判所2010年6月23日判決）は、「テロリストによる意図的な航空機の墜落はもともと
可能性が非常に小さい、エアバスA380の就航、飛行ルート、飛行域はわかっていない、機体数．就航頻度も少
ない、パイロット教育などによる安全教育力轆化されている、機体構造に閨する信頼できるデータがなくモデル計
算が不可能である、他機種による検討結果では規制値を超過することばないとの結果が出ている、という事情を全
体的に考えればA380の意図的な墜落を考察対象に含めなかったことが悪意的な判断とはいえない」という被告
（許可庁）の主張を受け入れ、取消請求を棄却した。破棄差戻・

「（最高度の危険排除及びリスク予防の原則に従えば)A380を考察の対象に含めなかったことを窓意的でない
ということはできない。・・・『航空機テロはそもそも非常に可能性が小さいうえに、A380は機体数と飛行頻度の
小ささ、パイロットに対する特別の教育によってその可能性はさらに減っている』という被告の見解は論理的では
ない｡被告は､意図的な航空機の墜落というシナリオを正当にも損害予防措置力泌要な対象に含めた｡これは、『原
子力施設に対する航空機テロは蓋然的ではないものの、完全に排除することはできず、残余リスクに含めてしまう
ことは出来ない』という連邦内務省の見解に沿ったものである。こうした見解に照らせば、臓空機テロの可能性
はそれ自体低く、A380の場合はなおさら低い』という（行政庁の）見解は矛盾している。」「キヤスクに対す
る徹甲弾（成形炸薬）に対する安全性も確保されているという許可庁の見解にも悪意性はないという原審の判断も
違法である。…原子力法6条2項4号の許可要件を満たすことについての立証責任は許可庁側にある。・・・厩代の
ロケット型徹甲弾には大きな破壊。汚染効果があるという原告の主張は裁判所に確信を抱かせるものではない』と
いう原審の判断は誤っている。これは、『被告の認識と評価が原告の主張立証によって揺らぎ覆され得るように見
えるか否か』という判断を目指すものではない。むしろ、許可庁の主張を覆すことを原告に要求しているというの
力直相である。」

12ドイツの脱原発合意は司法判断が出発点
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（ドイツ連邦行政裁判所ライプチヒ2014年5月撮影筆者）
福島原発事故の直後、メルケル首相は倫理委員会21を招集し、脱原発のための提言を求めた。この倫理委員会の
報告害を見ると、「原子力エネルギーに比べ、再生可能エネルギー理やエネルギー効率改善のほう力聴康リスク、
環境リスクを低くすることは明らかだ」と書かれている。
倫理委員会内でも、原発推進派と脱原発派の対立があったようである。「リスク（危険性）とベネフィット（利
益）のバランスをとって、脱原発を進めるべきだ」という考え方と、「原発のリスクは社会にとって容認できない」
という考え方の対立である。

21倫理委員会……メルケノ噌相によって急遮招集された「安全なエネルギー供給のための倫理委員会」で、並行して原
子炉安全委員会」も設立された。立場や専門の違う2人の委員長と委員15名から構成され、4月4日から5月28日ま
での期間で、「脱原発」を目標にした議論を闘わせ、その一部は、公開討論となりテレビ中継された。その報告書が、原
子力法改正を成立させる大きな力となった。

22再生可能エネルギー……国際再生可能エネルギー機関は「太陽光、風力、波力．潮力、流水．潮汐、地熱、バイオマス
など、自然の力で定常的（もしくは反復的）に補充されるエネルギー資源より導かｼれ、発電、給湯､冷暖房､輸送燃料
など、エネルギー需要形態全般にわたって用いられる」と定義している。
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